
 

埼玉県地域強靱化計画推進専門委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強

靱化基本法」第１３条に基づく「埼玉県地域強靱化計画」の見直しや進捗状況につ

いて総合的な評価を実施するに当たり、専門的な見地から幅広く助言を受けるた

め、「埼玉県地域強靱化計画推進専門委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）埼玉県地域強靭化計画の見直しに関すること 

（２）埼玉県地域強靱化計画の進捗状況に係る総合的な評価及び施策の推進に関す

ること。 

（３）その他、埼玉県地域強靱化計画の推進に必要な事項に関すること。 

 

（組織） 

第３条 委員会は、別表に掲げる委員長、副委員長及び委員をもって構成する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 議長は、会議の会務を総括する。 

３ 議長は、必要があると認めるときは、前条に規定する者以外の者の出席を求め、

又は必要な資料の提出を求めることができる。 

４ 議長に事故があるときは、副委員長が議長の職務を代理する。 

５ 委員は、自ら会議に出席できないときは、自ら指名する者を代わりに出席させる

ことができる。 

 

（オブザーバー） 

第５条 委員会は、必要に応じてオブザーバーを置くことができる。 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、危機管理防災部危機管理課において処理する。 

 

（設置期間） 

第７条 委員会の設置期間は、令和５年３月３１日までとする。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

別に定める。 

 



   附 則 

 この要綱は、平成２９年１２月２８日から施行する。 

 この要綱は、平成３０年１０月４日から施行する。 

 この要綱は、平成３１年３月２７日から施行する。 

 この要綱は、令和２年１月１５日から施行する。 

 この要綱は、令和３年８月２日から施行する。 

 この要綱は、令和４年９月２２日から施行する。 

別表 

 氏 名 職 名 

委員長 田中 規夫 埼玉大学大学院理工学研究科 教授 

副委員長 清住 哲郎 防衛医科大学校防衛医学講座 教授 

委員 菊地 耕太郎 公益財団法人埼玉りそな産業経済振興財団 専務理事 

委員 関口 雅彦 東京電力パワーグリッド株式会社 埼玉総支社 副総支社長 

委員 明石 敬一 東京ガスネットワーク株式会社 埼玉支社 課長 

委員 栗原 芳一 
埼玉県ガス協会 

（東彩ガス株式会社 執行役員 供給本部 設備監理部長） 

委員 後閑 章裕 
埼玉県ＬＰガス協会 

（株式会社サイサン 執行役員 埼玉支店 支店長） 

委員 石川 健太郎 
株式会社ＮＴＴ東日本－関信越 

設備部サービス運営部門 災害対策室 室長 

委員 井原 泰介 株式会社ドコモＣＳ埼玉支店 ネットワーク部長 

委員 長谷川 弘幸 東日本旅客鉄道株式会社大宮支社 総務部 部長 

 


